




1 

 

 

 

   ◎中間前金払についてのお知らせ 

 

 

 最近の建設業を取り巻く厳しい状況を踏まえ、都城市では、平成２０年度から中間前金払制度を

導入し、平成２０年４月１日以降の工事請負契約に適用しています。 

 

 

１ 中間前金払とは 

 

  都城市では、以前から、請負代金額１００万円以上の工事については、工事請負契約締結後、

工事の進捗とは関係なく請負代金額の１０分の４以内の額を支払う「前金払」を実施しています。 

  「中間前金払」とは、一定の条件を満たしている場合に、既に支払った前払金に追加して

 

、請

負代金額の１０分の２以内の額を支払うものをいいます。これにより、工事の完成前に、合計で

請負代金額の１０分の６以内の額を工事資金として活用できることになります。また、中間前金

払は、部分払のような出来形検査がないため、手続が簡素化され、支払までの期間が短くなりま

す。 

 

２ 中間前金払の対象 

 

  １件の請負代金額が１００万円以上の工事を対象とします。 

  （※工事を伴う測量、設計、地質調査等の委託業務は、中間前金払の対象になりません。） 

 

 

３ 中間前金払の条件 

 

  中間前金払は、既に前金払を行っている場合で

 ① 工期の２分の１を経過していること。 

、次の条件を全て満たしているときに可能とな

ります（※前金払と同様、保証事業会社の保証が必要です。）。 

 ② 工程表により工期の２分の１を経過するまでに実施すべき工事が行われていること。 

 ③ 工事の進捗が請負代金額の２分の１以上の額に相当していること。 
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４ 中間前金払の手続の流れ 

 

  「都城市公共工事の前金払及び中間前金払の取扱いに関する要綱」に基づき、次のような流れ

で行います。 

  なお、部分払の対象が「予定価格５００万円以上の工事」に拡大されたことに伴い、予定価格

５００万円以上の工事については、請負契約締結時に「中間前金払・部分払選択届」により中間

前金払が選択されていることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 中間前金払又は部分払の選択が必要です。 

 予定価格が５００万円以上の工事については、実際に中間前払金を請求するかどうかにかかわら

ず

 

、工事請負契約締結時に「中間前金払・部分払選択届」により中間前金払を選択していただく必

要があります。 

 「中間前金払・部分払選択届」は、場合により使用する様式が異なりますので御注意ください。 

① 当初の契約工期が、契約日の属する年度内である場合は、「中間前金払・部分払選択届（単年

度契約用）

② 当初の契約工期が契約日の属する年度内でない(２ヶ年以上の継続事業である)場合は、「中間

前金払・部分払選択届

」により選択してください。 

（複数年度契約用）」により選択してください。 
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別紙 

様式第２号（第５条関係） 

平成  年  月  日 

 

 都城市長  宛て 

 

受注者         特定建設工事共同企業体 

住 所   

代表者 商号又は名称                    

代 表 者 氏 名                ○印   

 

 

中間前金払・部分払選択届 

 

 

             中間前金払 

 下記の工事について、         を選択します。 

              部分払 

 

記 

 

工 事 名  

工 事 場 所  

工   期 
  自 平成  年  月  日 

  至 平成  年  月  日 

請負代金額                 円 

 

注１） 中間前金払又は部分払のどちらか一方を選択してください。 

注２)  契約締結後は、選択した支払方法の変更はできません。（ただし、第５条第３項の規

定による場合を除きます。） 

注３） 債務負担行為又は継続費に係る複数年度契約については、中間前金払を選択した場

合でも、各会計年度の出来高に応じて部分払を請求することができます。 

 




